
受給なし, 
41,175, 54.8%

60万円未満, 
17,350, 23.1%

60万円以上、

120万円未満, 
5,228, 7.0%

120万円以上、

180万円未満, 
3,527, 4.7%

180万円以上、

240万円未満, 
1,920, 2.6%

240万円以上, 
5,607, 7.5%

支給額不明, 
341, 0.5%

2012年度（本調査）

生活費相当額
受給者割合

10.2%

2012年度実績

財源区分別生活費相当額受給者数
（主なもの）

財源名 受給者数

特別研究員（ＤＣ） 4,358

運営費交付金等 836

国費留学生 609

グローバルCOEプ
ログラム

175

博士課程教育リー
ディングプログラ
ム

70

科学研究費補助
金

4

その他競争的資
金
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出典：平成25年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業
「博士課程学生の経済的支援状況と進路実態に係る調査研究」（平成26年5月 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）

※受給額の中には、授業料減免措置を含む。
※調査で回答から漏れていた特別研究員（ＤＣ）の受給者を、年間受給額が240万円と仮定して盛り込んでいる。

財源区分別生活費相当額受給者数（主なもの）

博⼠課程学⽣の経済的⽀援の状況（受給額別）※貸与型奨学⾦を除く
Ⅲ．２．（１）②

・2012年度時点で、⽣活費相当額（年間180万円以上）の経済的⽀援の受給者は、博⼠課程
（後期）学⽣全体の10.2％で、科学技術基本計画に掲げる⽬標値（2割）の半分程度。
・⽣活費相当額の受給者の半数以上が特別研究員（ＤＣ）受給者。競争的資⾦により⽣活費相当額を
受給している者はわずか53名。
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Ⅲ．２．（１）②

平成２３年度の⺠間企業における研究開発者の採⽤状況について、研究開発者を１⼈以上採⽤した企
業は全体の４６％であった。また、半数以上の企業では研究開発者を採⽤しておらず、博⼠課程修了者に
ついては、回答のあった企業の多く（約９割）で採⽤がなかった。ポストドクターについては、１⼈以上採⽤し
ている企業の割合は全体の約１％であった。

出典：⽂部科学省 科学技術・学術政策研究所「⺠間企業の研究活動に関する調査報告 2012」

研究開発者を採⽤した企業の割合
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Ⅲ．２．（１）③

技術⼠登録者数は、年々増加傾向にあり、登録分野（部⾨）では建設部⾨が最も多いが、全体的に
漸増傾向にある。

出典：公益社団法⼈ ⽇本技術⼠会「技術⼠登録者数の技術部⾨別⼀覧（⼥性）」 平成25年5⽉ より内閣府作成

技術⼠登録者数の推移
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Ⅲ．２．（２）②

⼤学における本務教員数は増加しているが、40歳未満の若⼿教員数は横ばいで、特に35歳未満の若⼿
教員については、数、割合とも減少傾向にある。

⼤学における年齢別本務教員数の推移

出典：⽂部科学省「学校教員統計調査」より内閣府作成

※平成25年度は中間報告
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23,237 22,522 21,527 21,666 20,552 19,673

22,925 22,205 22,478 24,028 24,555 24,719

146,153 151,593
159,724

167,971
172,728 178,848

15.9%
14.9% 13.5%

12.9%
11.9% 11.0%
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25.0%
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20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

平成10年度 平成13年度 平成16年度 平成19年度 平成22年度 平成25年度

（人）

40歳以上

35歳～40歳未満

35歳未満

35歳未満の割合



Ⅲ．２．（２）②

セクター間の研究者の異動状況の推移

※ （）内の数値は、異動割合を示す。
※ セクターとは、ここでは大学等、企業、非営利団体・公的機関をいう。
※ 企業等とは、企業に加え、特殊法人等並びに独立行政法人（非営利団体・公的機関及び大学等に含まれるものを除く）を含めた

ものをいう。
※ 異動割合とは、各セクターの転入者数を転入先のセクターの研究者総数で割ったものをいう。

出典：総務省 「科学技術研究調査報告」より作成

・セクター間・セクター内の異動率は、いずれも低く、10年前の状況と⽐較し⼤きな変化はない。
・特に、⼤学等と企業との間の流動性が低い。
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